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( 聖 賢 苧誤 の導入〉


























































この よ うに､WTOとい う国 際機 関 の 設
立 はGAm 合 意 を単 に 継 続 す る の で は な





































































緑の政策 (グリーン.ボックス) 貿易歪曲や生産拡大効果がないか､あつても少ない政策 対象外
価格や生産との結びつきのない政策











































































195年 】 戦後復興 .の農業政策 I
l 農地改革 l 地主制 】
1 1
ー 土地改良法 l11 農地法 l 自作農経営 l
5
1993年 】 高度経済成長期以降の農業政策 l
l 農業基本法 Ⅰ総合農政 l r呈本農業の赤信 IJl 農業保護政策 【｣1 米の供給過剰 l
1
[二重 ::] ウルグアイう ウンド 業交渉以降の農業政策














































































































































































































区分 計 39歳以下 40-59歳 60歳以上
平二19 73,460 14,340 23,050 36,070
18 81,030 14,740 27,490 38,800
増減率 (%) 辛.19′18 △9.3 △2.7 △16.2 △7.0





区分 計 40-59歳 60歳以上
39歳以下 新規学卒就農者
辛.19 64,420 9,640 2,250 20,050 34,730
18 72,350 10,310 2,450 24,470 37,560
増減率 (%) 平.19/18 △11.0 △6.5 △8.2 △18.1 △7.5
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